
令和元年８月22日

内閣府規制改革推進室
総務省

経済産業省
中小企業庁

補助金申請システムの開発状況・
自治体への展開に向けた取組について

資料４



補助金申請システム（Jグランツ）のプロトタイプ版（執行に必要な基本機能を実装、19年3月完
成）を利用し、改善点・追加開発事項の抽出のためのモニターテストを実施（19年6～7月）。

開発の進捗状況に鑑み、以下のとおり、運用開始時期を見直し。当初の予定通り、19年度中の中
小企業向け3補助金（※）での利用開始、20年4月からの各省庁・有志自治体での利用開始を目
指す。

○Jグランツの運用開始時期
・19年9月末 ：プロトタイプ版をベースに、申請者向けの操作画面や機能を提供。
・19年12月中旬：中小企業向け3補助金（19年度補正事業を想定）に間に合うよう外部審査機能等

の事務局機能を提供。また、 UI/UXを改善。19年度中の利用開始。
・20年4月 ：事務局側の処理機能拡充、UI/UXをさらに改善。各省庁・有志自治体での利用開始。

（※）ものづくり・商業・サービス経営力向上支援補助金、小規模事業者持続化補助金、IT導入補助金

１．補助金申請システム（Jグランツ）の開発状況

７月31日（水）、「中小企業の行政手続簡素化関係幹部打合せ」を開催し、「補助金申
請システムの展開」及び「社会保険手続へのID／パスワード方式の導入」について議論。
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自治体への展開については、FS調査に参加意向を示した30自治体のうち、23自治体がモニター調査
を実施。

その後に行ったアンケートや直接訪問における自治体側からの主な意見は、以下のとおり。

関係省庁間で対応方針を決定し、引き続き、総務省と中小企業庁で連携して自治体への働きかけを
行っていく。

○Jグランツの導入に際しての課題
・システムの機能（検索、出力、外部審査、エラーチェック等）の充実。
・システム環境の整備や情報セキュリティの対応が必要。
・自治体の既存業務システムとの接続。
・補助金の申請件数が少ないので費用対効果の面で検討が必要。
・補助金申請システムの導入に際して、補助金交付要綱や文書管理規程などの見直しが必要。
・事業者のITリテラシーに差が大きい。事業者によっては、スキャナーの導入等の費用負担が発生。サポート
対応が必要。
※下線は今回のアンケートや直接訪問で新たに得られた意見。

２．Jグランツの自治体展開に関する取組状況



2018年度 2019年度

2020年度
※中小企業への

時間外労働の上限規制の
適用開始

12－３月 ４－６月 ７－９月 10－12月 １－３月 ４月～

経
産
省

各
省
庁
へ
の
展
開

（規
制
室
・Ｉ
Ｔ
室
）

【有志自治体】
ＦＳ調査実施（補助金の審査・執行フローの見直し等）、実用版システムと自治体システムの接続検証

システム
開発

ＦＳ調査

省内での
実証・実装

【４月】
プロトタイプ
版完成

ＦＳ対象補助金を選
定（国交省８本、環境
省３本、厚労省１本）

プロトタイプ版の開発。
（～３月）
→必要最小限の機能を
有するシステムを構築。
（モニター調査等を踏ま
え、必要な機能を追加）

※ＦＳ調査の仕様
確定に必要な情報を
ＩＴ室に提供。

自治体での
実証・利用

○補助金申請システムの展開スケジュール

個別補助金の審査・執行フロー
の見直し

実用版システム
と各省システム
の接続検証

【12月以降】
中小企業を対象とした主たる補助金で

システム利用開始
（ものづくり・商業・サービス経営力向上支援補助金、
小規模事業者持続化補助金、IT導入補助金を予定）

地
方
自
治
体
へ
の
展
開

（中
企
庁
・総
務
省
・

規
制
室
・Ｉ
Ｔ
室
）

中小企業を対象
とする補助金
（経産省以外、
自治体も含む）
について、４月か
らの補助金申請
システムの導入を
目指す。

個別自治体訪問を実施。

※【ＩＴ室】次年度以降の予算要求の内容について検討

モニター調査
→ 事業者、経産省職員、
執行団体等が参加。
結果を踏まえ、必要に
応じて改修。

自治体との意見交換等を継続実施。取組に参加する自治体を増やす。

ＦＳ調査

ＦＳ対象外補助金にも、
補助金申請システムを展開

有志自治体の職員が
モニター調査に参加

各省庁、執行団体の職員が
モニター調査に参加

〔経産省の補助金で2020年度から導入予定の補助金〕 技術協力活用型・新興国市場開拓事業費補助金（社会課題解決型国際共同開発事業）、電気自動車・プラグインハイブリッド自動車の充電インフラ整備事業費補助金、伝統的工芸品産業支援補助金、
石油ガスの流通合理化及び取引の適正化等に関する支援事業費、災害時に備えた地域におけるエネルギー供給拠点の整備事業費、離島・SS過疎地等における石油製品の流通合理化支援事業費（離島のガソリン流通コスト対策事業費）、
石油製品安定供給確保支援事業、省エネルギー投資促進に向けた支援補助金（エネルギー使用合理化等事業者支援事業）、省エネルギー設備投資に係る利子補給金助成事業費補助金、小規模事業対策推進事業（地域力活用新事業全国展開支援事業）、
国内・海外販路開拓強化支援事業費補助金、事業承継・世代交代集中支援事業

〔国の補助金のＦＳ調査の対象補助金〕
【国土交通省】住宅市街地総合整備促進事業費補助（長期優良住宅化リフォーム推進事業）、地域公共交通確保維持改善事業費補助金、自動車事故対策費補助金、低公害車普及促進対策費補助金、住宅市場整備推進等事業費補助金、
住宅・建築物環境対策事業費補助金、船員雇用促進対策事業費補助金、訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業費補助金（宿泊施設インバウンド対応支援事業）

【環境省】低炭素型ディーゼルトラック普及加速化事業、エコリース促進事業、二酸化炭素削減ポテンシャル診断推進事業 【厚労省】臨床研修費等補助金
※合計24補助金。事業名は2018、2019年度時点のもの。今後、2020年度予算要求に係る調整等により、対象とする補助金を見直す可能性有。
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行政手続簡素化工程表の進捗状況

有志自治体との意見交換を
年度内に２回実施。

参考資料

【9月】
実用版システム
リリース

（申請者）

【12月】
実用版システム
リリース

（申請者・事務局）



2018年度 2019年度
2020年度

※中小企業への時間外労働の
上限規制の適用開始

12－３月 ４－６月 ７－９月 10－12月 １－３月 ４月～

法
人
共
通
認
証
基
盤

社
会
保
険

事
業
者
へ
の
周
知
・

オ
ン
ラ
イ
ン
利
用
促
進

法人共通
認証基盤
（ＩＤ/パス
ワード方式）

○社会保険手続へのＩＤ/パスワード方式の導入に向けたスケジュール

〔４月～〕
法人共通認証基盤の運用開始

〔４月～〕
○採用・退職時の届出（厚生

年金、健康保険（協会けんぽ）
雇用保険）にＩＤ/パスワード
方式の導入を目指す。

（法人共通認証基盤と連携した
マイナポータルを活用）

〔可能な限り早期〕
○採用・退職時の届出（厚生年金、

健康保険（協会けんぽ）、雇用
保険）のオンライン・ワンス
トップ化
※雇用保険はハローワークシステム
更改（2020年1月）後、可能な限り

早期に実現

○雇用関係助成金について、オン
ライン申請を実現

※社会保険手続全体についても検討。

※法人（事業所）の設立時に必要となる
手続（厚生年金、健康保険（協会けん
ぽ）、雇用保険、労災保険）のオン

ライン・ワンストップについては、
2019年度中に実現予定。

社会保険関係
システム

【経産省】
法人共通認証基盤の運用実証

【ＩＴ室】
○本人確認ガイドライン
を決定（年内）

【ＩＴ室、厚労省、
経産省】
○内閣サイバーセキュリ
ティセンター（NISC）
及び個人情報保護
委員会（PPC）との
調整を早急に実施し
（年内目途）、今年
度中に速やかに課題を
解決

【厚労省、経産省、ＩＴ室、番号室】
○法人共通認証基盤と連携するマイナポータルを活用したＩＤ/パスワード方式を実現
するためのシステムの要件定義を検討し、設計・開発を実施

○経済産業省より提示された機能概要を基に、マイナポータルと法人共通認証基盤の
接続を検討。

〇厚労省は、番号室の協力のもと、ID/パスワード方式による届出に対応したソフトを
準備する（2020年4月から無償提供）。

〇厚労省、番号室、経産省は、民間ソフトウェアからもID/パスワード方式による届出が
可能となるよう、ソフトウェア事業者に対して、逐次の情報提供・働きかけを行う。

事業者への
周知活動

〔マイナポータルと法人共通認証基盤、社会保険システムの接続〕

外部連携API
対応人事給与
ソフトの普及

厚労省・経産省・
IT室・番号室で
密にすり合わせ

【ＩＴ室、厚労省、
経産省、番号室】
○マイナポータルと社会保
険関係システムとの接
続方式等について、
整理・打合せを実施。

【厚労省、経産省、各省庁】
○社会保険手続をはじめとする各種手続や、資金繰り支援等の経営相談等の機会を
捉えて、オンライン申請（ＩＤ/パスワード方式）のメリットを周知する。その際、地方
自治体、金融機関、社会保険労務士等、様々な機関と連携して取り組む。
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